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Ⅰ. 緒言
近年，食生活を取り巻く社会環境の変化や国民意
識の多様性に伴って，朝食欠食率の増加，過度のダ
イエット志向，加工食品や調理済み食品への依存，
家族の団らんの喪失等の問題点が生じており，身体
的あるいは精神的な健康への影響が懸念されてい
る1）。これらの状況を改善するために「食」に関連
する法令の制定と整備が行われているが，一連の法
令に先立って2005年に制定された食育基本法は，国
民が生涯にわたって健全な心身を培い豊かな人間
性を育むことを目標に掲げており2），施行以来，徐々
に国民全体の中に食育推進の機運が高まっている。
特に，将来を担う子どもたちが食に関わる正しい
知識と望ましい食習慣を身につけることが有益で
あると考えられることから，学校教育の中での食
育，いわゆる「食に関する指導」の推進と内容の充
実が図られている3）。具体的には，食育基本法と前
後して栄養教諭制度が創設されるとともに3），2008
【目的】文部科学省の「食に関する指導の手引」では学校給食を生きた教材として活用しながら
指導することが求められている。しかし，山形県内における実態は不明であることから，本報告
ではその点を明らかにすることにした。
【方法】2017年10月に開催された山形県栄養教諭・学校栄養士研修会に参加した栄養教諭と学校
栄養職員に対して，無記名自己記入式質問紙を用いた調査を実施した。研修会参加者には質問紙
記入前に調査の趣旨を説明し，回答用紙の提出をもって調査協力への同意を得たものとみなした。
調査では，属性，学校給食の生きた教材としての活用の有無，教職員との連携の程度等を尋ね，属
性以外は設問毎に5段階の選択肢から回答を選んでもらった。
【結果】研修会参加者のうち47名（県内の約4割）から回答を得た。回答した者の8割強が給食を
教材として活用できていると回答し，その割合が高かった教科は特別活動，社会，理科，生活，体
育，家庭であった。一方で，共同調理場勤務者の中に指導時の教職員との連携や，事前打ち合せ
の時間確保ができていないと回答した者の割合が高かった。
【結論】栄養教諭制度発足後10年が経過し，山形県内の多くの学校で食に関する指導が推進され
ているが，過疎地特有の課題があることも明らかになった。今後は，栄養教諭が食に関する指導
に主体性を持って取り組むことや，地域全体で栄養教諭と担当校間のネットワークを構築するこ
とが，指導の充実を図る上で重要であると考えられる。
キーワード：山形県，栄養教諭，学校給食，食に関する指導
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年に改定された学習指導要領には学校における食
育の推進に関する記述が盛り込まれた4）。また，同
年に食に関する指導の充実を図る観点から学校給
食法の大幅な改正が行われ5）, 従来から提示されて
いた学校教育の一環であるという学校給食の意義
がより明確となった。さらに，文部科学省が食に関
する指導の基本的な考え方や指導方法をとりまと
めた「食に関する指導の手引」は2006年に初版が刊
行されたが，新たな学習指導要領4）や学校給食法5）
を反映した改訂版が2010年に刊行され，改めて学校
教育活動全体で食に関する指導にあたるよう明記
された6）。加えて，学校給食を通じて食品の持つ機
能や食文化，生産者への感謝の心や食事マナー等を
学ぶことができることから学校給食が「生きた教
材」と位置づけられ，それに伴って栄養教諭は学校
給食の教材としての機能を最大限に引き出しなが
ら活用することが求められている6）。これらの法整
備や手引書の充実は，学校教育における食に関する
指導の推進を図る上で基盤となるものであり，栄養
教諭は学校組織の中核となって食に関する指導に
取り組んでいると考えられる。しかしながら，その
実態に着目した調査は稀有であり，特に山形県の最
近の現状は明らかになっていない。
そこで本報告では，山形県内の栄養教諭・学校栄
養職員（以下，栄養教諭等）を対象に調査を実施し，
学校給食を生きた教材として活用した食に関する
指導の現状を明らかにするとともに，今後の課題を
検討した。
Ⅱ. 方法
１. 調査方法
調査の実施前に，山形県立米沢栄養大学倫理委員
会において調査の目的と無記名自己記入式質問紙
の内容に関する審査と承認を得た（承認番号29-6
号）。質問紙による調査は，2017年10月24日に開催
された山形県栄養教諭・学校栄養士研修会におい
て，参加している山形県内の栄養教諭等を対象に実
施した。調査にあたっては，質問紙記入前に研修会
参加者に対し文書を用いて調査の趣旨を伝え，回答
用紙の提出をもって調査協力への同意を得たもの
とみなした。
調査内容は，属性，学校給食の生きた教材として
の活用の有無，教職員との連携の程度等を尋ね，属
性以外は設問毎に5段階の選択肢から回答を選んで
もらった。また，2校以上の複数校を担当している
回答者（複数校担当者）には兼務の状況に関して尋
ねた。食に関する指導に活用していると考えられる
教科の選定は，学校教育法施行規則7）の第五十条及
び第七十二条を参考にした。他の教職員との連携に
関する質問では，既報8）を参考にした。
２. 解析方法
結果は，属性のうち栄養教諭等の勤務先の給食調
理方式に着目し，「単独校調理場方式（親子方式を
含む。）」（以下，単独校調理場）と「共同調理場
方式」（以下，共同調理場）の2群に分け，他の項
目との関連性を解析した。回答者のうち3名は，給
食調理方式で「その他」と回答していたため解析か
ら除外した。統計処理には統計処理ソフトSPSS
Statistics（Ver.22.0，IBM社）を使用し，給食調理
方式2群間の比較にはχ2検定を用いた。統計学的有
意水準はp< 0.05とした。
Ⅲ. 結果
１. 属性
研修会参加者に対して質問紙調査への協力を依
頼した結果，47名（有効回答数44名，県内の栄養教
諭等の約4割9））から回答を得た。解析から除いた3
名と数項目でみられた欠損値は，結果の表記から除
いた。
まず，表1 に対象者の属性を示した。「職名」で
は栄養教諭が約8割で，他は学校栄養職員（臨時採
用者を含む）であった。「勤務地域」では，村山地
域が約4割で最も多く，置賜，最上及び庄内地域が
いずれも2割前後であった。「勤務先」では，単独
校調理場の中の小学校勤務者が約7割を占め，つづ
いて共同調理場勤務者が約2割であった。「勤務年
数」では15年以上が全体の約半数で，複数校担当者
は回答者の9割を超えていた。
２. 学校給食を活用した食に関する指導
表2 に生きた教材としての学校給食の活用の有無
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を示した。「学校給食を生きた教材として活用でき
ていると思うか」という問いでは，“とても思う”
が12.8%，“思う”が69.2%で，全体の約8割が学校
給食を生きた教材として活用しながら食に関する
指導を実施しており，“活用できていない”と回答
した者はなかった。また“とても思う”と回答した
者は，すべて単独校調理場勤務であった。つづいて
「教科の指導」と「道徳」がともに，“どちらでも
ない”の回答が約4割で最も多かった。「特別活動
（給食指導を含む）の場」では活用できていると“と
ても思う”，“思う”と回答した者があわせて約9
割を占め，“思わない”，“まったく思わない”と
回答した者はいなかった。「総合的な学習の時間」
と「個別的な相談や指導の場」では，“とても思う”，
“思う”と答えた者が約半数であった。いずれの項
目においても給食調理方式間の差は認められな
かった。
表3に現在あるいは将来において「学校給食を生
きた教材として活用できる教科」を示した。10教科
のうち，“とても思う”，“思う”と回答した者の
割合が高かった教科は「家庭（中学校は技術・家
庭）」，「社会」及び「生活」でいずれも9割を超
え，つづいて「体育（保健体育）」と「理科」が回
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答者の約8割，「国語」と「算数（数学））は約半
数が“とても思う”，“思う”と答えた。一方，活
用できていると“思わない”，“まったく思わない”
科目は「音楽」と「図画工作（美術）」で，“思わ
ない”の回答が“思う”の回答を上回った。各教科
における給食調理方式間での差は認められなかっ
た。
３. 教職員との連携
表4に教職員との連携に関する結果を示した。食
に関する指導を行う際に，「教職員との連携がうま
くいっている」と“とても思う”,“思う”の回答者
が6割を超えたが，“思わない”,“まったく思わな
い”と回答した者は約1割だった。「栄養教諭等と
食育担当者の普段の人間関係が良好である」と“と
ても思う”,“思う”と回答した者は約9割だった。「食
に関する指導を行う際の事前打ち合せの時間が十
分に確保できている」，あるいは「学校長をはじめ
とする教職員の食に関する指導に対する意識は高
い」に対して“とても思う”,“思う”と回答した者
がいずれも約3割，“どちらでもない”が約半数を
占め，“思わない”,“まったく思わない”が2割弱
であった。給食調理方式間で比較すると，単独校調
理場勤務者の中に「教職員との連携がうまくいって
いる」と“とても思う”,“思う”の回答が多かった
一方で，共同調理場勤務者のうちうまくいっている
と“思わない”,“まったく思わない”と回答した者
が約3割を占め，単独調理場勤務者との差が有意で
あった。
４. 複数校兼務の状況
表5に複数校兼務の状況を示した。この結果は，複
数校を担当している栄養教諭等41名から得た。「担
当校の数が多い」と“とても思う”,“思う”の回答
があわせて全体の約4割を占め，給食調理方式間で
は“とても思う”の回答が共同調理場勤務者で有意
に多かった。「全ての担当校で十分な指導ができて
いる」と“とても思う”と回答した者は無かったが，
“思わない”,“まったく思わない”は全体の7割を
超えた。「担当校への資料や教材の配布，食に関す
る情報提供等を十分に行うことができている」と
“とても思う”と回答した者は両群とも無く，単独
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校調理場勤務者には“思う”と回答した者も無かっ
たのに対して，共同調理場勤務者には約3割いて，両
群間で有意な差が認められた。「栄養教諭等による
指導内容の検討や調整を行う体制が整っている」と
“とても思う”,“思う”は約1割で，“思わない”,“まっ
たく思わない”と回答した者は全体の約半数であっ
た。また，共同調理場勤務者の7割以上が“まった
く思わない”と回答していた。
Ⅳ. 考察
本報告では山形県内の栄養教諭等を対象に，学校
給食を生きた教材として活用した食に関する指導
の現状について調査した。その結果，指導は推進さ
れている一方で，栄養教諭制度発足後10年経った現
在においても，特に指導体制における課題の存在が
明らかになった。
１. 学校給食を活用した食に関する指導
生きた教材としての学校給食の活用の有無では，
全体の約8割が学校給食を生きた教材として活用で
きていると回答し，“とても活用できている”と答
えた者はすべて単独校調理場勤務者であった。一方
で，共同調理場勤務者は，担当校への資料や教材の
配布等の情報提供という形で単独校調理場勤務者
よりも積極的に取り組んでいると考えられた。
また，学校における食に関する指導は，特定の教
科等において行われるものではなく，様々な教科と
の円滑な接続を図りながら学校の教育活動全般で
推進することが期待されているが10），本報告の結果
では多くの栄養教諭等が複数の教科において学校
給食を生きた教材として活用できると回答してい
た。さらに，これらの教科は，学習指導要領4）や食
に関する指導の手引6）の中で食に関する指導と直接
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つながると示された教科（社会，理科，生活，家庭，
技術・家庭，体育，保健体育）と一致していた。し
たがって，本県においても栄養教諭等を中心とした
学校給食を活用した食に関する指導が推進されて
いることがうかがえる。
２. 指導体制
食に関する指導を推進するためには，指導体制を
整備することが重要だと考えられる。食に関する指
導の手引6）や，2004年に文部科学省中央教育審議会
が答申した「食に関する指導体制の整備について
（答申）」11）では，効果的な指導を行うためには校
長のリーダーシップの下，教職員が連携し協力して
取り組むことが重要であるとされている。特に，栄
養教諭には連携のコーディネーターとしての役割
が求められており11），栄養教諭と他の教職員との連
携が食に関する指導の推進に欠くことはできない
と考えられる。また，2017年に文部科学省が新たに
作成した「栄養教諭を中核としたこれからの学校
の食育～チーム学校で取り組む食育推進のPDCA
～」12）においても，栄養教諭自身が自分たちに求め
られる役割を自覚するとともに，管理職や学級担任
をはじめとする全教職員が食育推進体制に関して
認識を深めることが栄養教諭と教職員の連携を高
める上で不可欠であると指摘している。片淵ら8）の
報告では，他の教職員との連携を図るために必要な
要素として「栄養士と担当者の普段の人間関係が友
好であること」，「事前打ち合せ時間の確保ができ
ること」及び「学校全体の食に関する指導に対する
意識の高まりがあること」の3項目があげられてい
た。本報告においても同様の質問項目を設定した
が，「教職員との連携」に関しては単独校調理場勤
務者が共同調理場勤務者よりもうまく連携がとれ
ているという結果になった。また，他の項目の「事
前打ち合せの時間の確保」と「意識の高まり」では，
有意差こそなかったものの，単独校調理場勤務者の
ほうが“とても思う”,“思う”と回答している者の
割合が高い傾向にあった。つまり，教職員とのス
ムーズな連携が，事前打ち合せ時間の確保や学校全
体の食に関する指導に対する意識の高揚と関連し
ていて，栄養教諭が教職員と勤務場所が同一の単独
校調理場のほうが恵まれた環境にあると考えられ
る。
一方で，「学校長をはじめとする教職員の食に関
する指導に対する意識は高いと思うか」の問いに対
しては“どちらでもない”の回答が約半数を占めて
いた。また，自由記述の中で“管理職や上司の無理
解により食に関する指導が思うように実施できて
いない”という回答があり，教職員の食に関する指
導への意識が高くても管理職の意識が高くない場
合や，全教職員の連携が取れない場合等，指導の充
実や栄養教諭の意欲を阻むような現状が一部の学
校にあると推察される。しかしながら，近隣県では
栄養教諭による指導のコーディネートに焦点を
絞った報告があり13），コーディネートすることが困
難な理由の中に“どのように進めたらよいかがわか
らない”,“人をコーディネートするのが苦手であ
る”等の回答が見受けられた。すなわち，職場環境
だけが食に関する指導の推進を妨げているとは断
言しがたく，文部科学省から栄養教諭の役割が折に
触れて強調されるのも，これらの消極的な姿勢に起
因している可能性が考えられる。したがって，管理
職をはじめ教職員の食に関する指導への意識改革
は今後も継続して取り組むべき課題だが，栄養教諭
自らが主体性を持って積極的に取り組む姿勢こそ
が全教職員を触発する原動力になるといえるだろ
う。
また，調査結果を別の視点で見ると，本県では複
数校を担当する栄養教諭等が9割を超えていて，過
疎地特有の勤務形態とそれに伴う課題が浮き彫り
になったことから，従来の校内における指導体制の
整備だけではなく，地域ぐるみの指導体制の確立に
対しても目を向ける必要があると考えられる。実際
に，複数校を担当している7割強の者が全ての学校
で十分な指導ができていないと回答しているとと
もに，共同調理場勤務者の半数は指導ができている
と“まったく思わない”と回答しており，その割合
は単独校調理場勤務者よりも有意に高値だった。つ
まり，複数の学校を担当する栄養教諭等がすべての
担当校で食に関する指導を十分に行うことが困難
な状況にあり，その傾向は共同調理場勤務者に顕著
であることが明らかになった。今後は，学校個々で
山形県の小中学校における食に関する指導の現状
−14−
指導体制を整備することはもちろんのこと，栄養教
諭や学校栄養職員と担当校同士が地域における
ネットワークを構築し，地域全体で食に関する指導
を推進していくことが期待される。
最後に，本報告には次の3つの限界点があると考
えられる。まず，調査が一都道府県の結果に留まっ
ている点である。本県には過疎地特有の特徴があっ
たが，自治体ごとに異なった課題が存在する可能性
がある。次に，調査対象が県内に配属されている栄
養教諭や学校栄養職員の半数に満たなかった点で
あり，本報告のデータが山形県全体の現状を反映し
ているとは断言できないと考えられる。3点目は，学
校給食を活用しながら食に関する指導を実施して
いる教科は把握できたが，具体的な指導内容や教科
横断的な指導の実施状況に関しては明らかにする
ことができなかった点であり，より詳細な調査が求
められる。
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